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○山北町開発指導要綱 

平成元年9月1日 

制定 

改正 平成21年3月13日 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この要綱は、山北町における無秩序な開発を防止し、「心がふれあう水と緑の町」

の実現を図るため、開発行為等を行おうとする者(以下「事業主」という。)に対して協力

を要請し、必要な指導を行うことを目的とする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 開発行為 

主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形

質の変更をいう。 

(2) 建築行為 

建築基準法(昭和25年法律第201号)第2条第13号に規定する建築物の建築をいう。 

(3) 開発行為等 

前2号に定める行為、駐車場、資材置場の新設。 

(山北町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例(平成4年山北町条例第20

号)及び山北町山砂利採取指導要綱(昭和51年6月1日)に係るものは除く。) 

(4) 開発区域 

開発行為等を行う土地の区域をいう。 

(5) 事業主 

開発行為等を行う者をいう。 

(6) 中高層建築物 

3階(地階を除く。)以上又は地上高10メートル以上の建築物をいう。 

(7) 集合住宅 

2戸以上で形成された住宅施設で、共同住宅、寮、寄宿舎等をいう。 

(8) 事業所 

店舗、工場、事務所、病院等をいう。 
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(9) 公共公益施設 

道路、上下水道、公園、緑地、広場、河川、水路、消防施設、砂防施設、教育施設、

医療施設、交通安全施設、清掃施設、社会福祉施設等の公共の用に供する施設(土地を

含む。)をいう。 

(適用範囲) 

第3条 この要綱は、本町内で行われる開発行為等のうち、次の各号のいずれかに該当する

ものについて適用する。ただし、個人が自己の居住の用に供するために建築する住宅につ

いては、適用しない。 

(1) 開発行為等に係る土地の面積が、500平方メートル以上のもの 

(2) 同一事業主(開発行為等を引き継いだ者を含む。)が、一定区域内において継続し、又

は断続して開発行為等を行い、従前の区域と合算した開発区域の面積が500平方メート

ル以上となる場合 

(3) 一定区域を分割して、複数の事業主が開発行為等を行い、その開発区域の面積が合

算して500平方メートル以上となる場合 

(4) 中高層建築物の建築 

(5) 計画戸数5戸以上の集合住宅の新築 

(6) 500平方メートル以上の土地に係る事業所の新設 

(7) 500平方メートル以上の駐車場及び資材置場の新設 

(行政計画との適合) 

第4条 事業主は、開発行為等の計画に当たり開発区域内に公共公益施設に関する計画が定

められているときは、その計画に適合するよう努めなければならない。 

2 事業主は、山北町内の用途指定地域以外の白地地域及び都市計画区域外において、開発

行為等を行う場合は、町土地利用計画との適合を図るものとする。さらに、1,000平方メ

ートル以上の開発行為等を行うときは、あらかじめ山北町土地利用に関する基本条例(平

成16年山北町条例第5号)の規定による、町長の承認を得なければならない。 

(周辺地域との調整) 

第5条 事業主は、事業計画について区域周辺の関係者に対し、事前協議申請書の提出前に

十分な説明会等を行い、理解を得るよう努めなければならない。この場合において、町長

が経過等の記録の提出を求めたときは、これを提出しなければならない。また、万一紛争

が生じた場合は、誠意をもって話し合いを行い、事業主の責任において解決するものとす

る。 
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(自然環境の保全) 

第6条 事業主は、開発行為等の計画に当たっては、自然の地形の変更を最小限にとどめ、

環境及び景観の保全並びに緑地の確保に努めるものとする。 

(一宅地面積等) 

第7条 事業主は、住宅地の造成を目的とする開発事業を行う場合は、別表第1に定める基

準により宅地の面積を確保しなければならない。 

2 事業主は、宅地の区画については境界石標を布設し、境界を明確にしなければならない。 

(住宅の規模) 

第8条 事業主は、住宅を目的とする開発行為を行う場合は、別表第2に定める基準により

住宅の規模を確保するように努めなければならない。 

(計画人口) 

第9条 開発行為等による1世帯(1戸)当たりの計画人口は、3.6人を基準とする。 

(義務教育施設等の協議) 

第10条 事業主は、計画戸数が30戸以上の住宅若しくは宅地の分譲又は住宅の賃貸(ワンル

ーム形式集合建築物を除く。)を目的とする開発行為等を行う場合は、あらかじめ山北町

教育委員会に義務教育施設等への受入等について協議しなければならない。 

(事前協議) 

第11条 事業主は、都市計画法(昭和43年法律第100号)、建築基準法、農地法(昭和27年法

律第209号)等の許可申請の前に、開発行為等に関する事前協議申請書(様式第1号)を町長

に提出し、事業計画の内容及び工事施行方法等について、事前に協議をするとともに、町

長の承認を得なければならない。 

2 町長は、前項の事前協議申請書が提出されたときは、山北町開発指導会議の意見を聴す

るものとする。 

(公害の防止) 

第12条 事業主は、事業施行中の騒音、振動、砂じん等については、付近住民の日常生活

に迷惑を及ぼさないよう公害の発生防止に努めなければならない。 

(文化財の保護) 

第13条 事業主は、開発行為等の施行に際し埋蔵文化財が出土した場合は、直ちに工事を

中止して関係機関に届出をし、その指示に従うものとする。 

(境界の確認) 

第14条 事業主は、開発行為等の計画を定めたときは、隣地との境界を確認しなければな
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らない。 

(損害の補償) 

第15条 事業主は、開発行為等に起因して生じた損害については、その損害の責めを負う

ものとする。 

(災害の復旧) 

第16条 事業主は、開発行為等に起因して災害が発生した場合は、関係機関と協議すると

ともに直ちに災害の復旧を行うものとする。 

(公共公益施設費の負担) 

第17条 事業主は、開発行為等に伴い、公共公益施設の整備の必要性が開発区域外に及ぶ

場合は、その整備等に要する費用を負担するものとする。 

2 事業主は、住民生活の福利増進に必要な公共公益施設の整備又は利用に関し町長と協議

のうえ、その整備費を別に定める基準により負担する場合がある。 

(公共公益施設の管理及び帰属) 

第18条 事業主は、新たに設置された公共公益施設及びその用地で、町の管理に属し、又

は帰属するものは町に無償で提供するものとする。この場合、あらかじめ不動産関係書類

を添えて町長に報告し、検査を受けなければならない。また、所有権以外の権利が設定さ

れているときは、当該権利を抹消しなければならない。 

2 前項の規定による手続きは、山北町財産規則(昭和41年山北町規則第3号)によるものとす

る。 

3 移管施設の用地については、町長が指定する境界石標を布設しなければならない。 

(事業報告) 

第19条 事業主は、開発行為等に着手する場合は、工事工程等について事前に町長及び関

係機関と協議するとともに、利害関係者にその旨を周知し、工事着手届(様式第2号)を町

長に提出するものとする。 

2 事業主は、開発行為等が完了したときは、工事完成届(様式第3号)を町長に提出し、検査

を受けなければならない。町長が必要と認める場合は、事業施行中においても中間検査を

受けなければならない。 

3 町長は、前項の完成検査の結果、協議内容に適合していると認めたときは、事業主の要

請により別に定める検査済証を発行するものとする。 

第2章 公共公益施設 

第1節 道路 
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(道路の幅員) 

第20条 開発区域内に設置する主要道路の幅員は、開発面積が1,000平方メートル以上の場

合は、神奈川県開発許可制度に基づく道路設計基準により施行するものとし、開発面積が

1,000平方メートル未満の場合は、原則として次による。 

道路の幅員 4.0m 4.5m 5.0m 6.0m以上 

道路の延長 35m未満 35m以上～70m未

満 

70m以上～100m

未満 

100m以上 

2 取付け道路についても、前項の規定に準じて実施するものとする。 

(道路の構造) 

第21条 道路の構造は、道路法(昭和27年法律第180号)の定めるところによる。 

2 開発行為により移管する予定の道路については、山北町町道認定基準(平成13年4月1日)

の定めるところによる。 

(既存道路との接続) 

第22条 既存道路との接続については、原則として、公道から公道へ接続させるものとす

る。ただし、周辺の道路状況等により接続ができない場合は、この限りではない。 

(道路交差箇所) 

第23条 開発区域内の各道路と区域外道路との交差は、できる限り直角に近い角度で交差

させ、交差により生ずる街角は別表第3に定めるせん除長ですみ切りをするものとする。 

(道路施設) 

第24条 開発区域内道路が、次の各号に該当する場合は、防護施設及び安全施設を設置す

るものとする。 

(1) がけ面又は河川等に接している箇所 

(2) 屈曲している箇所 

(3) 歩行者、通行車両及び住民の安全のため必要な箇所 

(路面排水) 

第25条 路面排水は、原則として、道路の両側に設けるものとし、その構造は、幅員構成

等その他の状況により、U型側溝又はL型側溝とする。いずれの場合も、その断面構造及

び流末については設計に当たり町長と協議するものとする。 

(舗装) 

第26条 道路は、原則としてセメントコンクリート又はアスファルトコンクリートによっ

て舗装するものとし、舗装構成は、日本道路協会の各種舗装要綱の定めるところによる。
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ただし、交通量を考慮し町長がやむを得ないと認めた場合は、簡易舗装とすることができ

る。また、縦断勾配が9パーセント以上となる場合は、滑り止め舗装をするものとする。 

(占用) 

第27条 町が管理する道路及び管理することとなる道路の占用については、その道路の種

類により道路法又は山北町農・林道占用(使用)要綱(昭和59年4月1日制定)に定めるところ

による。 

(橋梁) 

第28条 橋梁は、B活荷重橋とすること。ただし、道路幅員、利用状況等により町長がやむ

を得ないと認めた場合は、A活荷重橋とすることができる。 

(その他) 

第29条 第20条から前条までに定めるもののほか、必要な事項については、その都度事前

に町長と協議するものとする。 

第2節 公園・緑地 

(公園・緑地又は広場の設置) 

第30条 開発区域の面積が3,000平方メートル以上の開発行為等にあっては、開発面積の3

パーセント以上の公園・緑地又は広場を設け、計画戸数が20戸以上の中高層住宅を建設

する場合は、計画人口1人当たり3平方メートル以上の公園を設置するものとする。この

場合、町長が必要と認めるものは無償で町に提供するものとする。 

2 事業主は、極力、開発区域内の緑化の推進に努めなければならない。 

(敷地の形状等) 

第31条 公園は、開発区域の周辺の状況を勘案のうえ、利用者が有効な利用が確保される

位置に配置するものとする。 

2 公園は、遊戯施設が有効に配置できるよう著しく狭長屈曲のない形状とし、15度以上傾

斜した土地の部分は、公園面積に含めないものとする。 

(公園施設) 

第32条 公園内には、植栽及びベンチ等を設置することを原則とする。 

2 公園の外周には、危険防止のため柵等を設けるとともに、公園内の雤水等を有効に排出

するための適当な施設を設けるものとする。 

(公園の管理) 

第33条 町の管理に属さない公園等は、事業主又は入居者が維持管理しなければならない。 

第3節 上水道 



7/22 

(工事費の負担) 

第34条 開発行為等により設置される水道施設工事費は、事業主の負担とする。 

(設置計画) 

第35条 設置計画については、水道法(昭和32年法律第177号)及び山北町水道事業給水条例

(平成9年山北町条例第26号)に準拠して施行する。なお、施設の町移管については、町長

が必要と認めるものについてのみ無償提供するものとする。 

(受水槽の設置) 

第36条 中高層建築物等、一時に多量の給水を必要とする施設については、必要に応じ受

水槽を設けるものとする。 

(加入金の負担) 

第37条 町の水道を利用する者は、次表の加入金を負担しなければならない。 

量水器の口径 金額(量水器1個につき) 摘要 

13ミリメートル 168,000円 申込者が、引き続き3年以上

山北町に住所を有しており、か

つ、自己の生活用水に供する場

合は、2分の1の額とする。 

20ミリメートル 283,500円 

25ミリメートル 472,500円  

40ミリメートル 1,890,000円  

50ミリメートル 2,940,000円  

75ミリメートル 6,615,000円  

100ミリメートル 13,020,000円  

150ミリメートル 21,525,000円  

150ミリメートルを超えるも

の 

町長が別に定める額  

第4節 河川及び下水道 

(排水施設の設置) 

第38条 開発区域内の排水施設は、周辺の状況等を勘案して下水(雤水、汚水及び雑排水を

いう。)を有効に排水できる規模、構造及び能力を有する施設とするものとする。 

(管理者との協議) 

第39条 開発区域内の下水を周辺の河川、水路等に放流する場合は、事前にその管理者の

承諾を得るとともに、工事施行については、管理者の指示に従うものとする。 
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(河川、水路等の整備) 

第40条 放流先の河川、水路等が開発区域からの排水を処理する能力のない場合又は水利

上好ましくない場合で管理者が必要と認めたときは、事業主の負担において、河川、水路

及び新たな排水施設を整備するものとし、必要により調整池を設けるものとする。 

(紛争の解決) 

第41条 下水の放流に起因して生じた第三者との紛争は、すべて事業主又は利用者の負担

と責任において解決するものとする。 

(技術基準) 

第42条 事業主は、開発区域のみならず関連する集水区域全体の降雤量を計算し、雤水を

有効に排出できるような施設を設けるものとする。 

2 排水施設の設計基準は、次の各号によるものとする。 

(1) 排水施設の細目については、原則として「下水道施設設計指針と解説(日本下水道協

会)」によるものとする。なお、放流先の河川、水路等の排水能力の不足により、やむ

を得ず設ける遊水池については「防災調節池技術基準(案)(社団法人、日本河川協会編)」

に準拠して設計するものとする。 

(2) 計画雤水流出量は、次式をもって算定するものとする。 

Q＝1／360・C・I・A 

Q＝計画雤水流出量(m3／秒) 

C＝流出係数 

I＝降雤強度(mm／h) 

A＝排水面積(ha) 

降雤強度(I)は、次式によるものとする。 

I＝5,520／(t＋32) 

流達時間(t)は、次式によるものとする。 

t＝t1＋t2 

流入時間(t1)は、15分を採用する。 

流下時間(t2)は、次のとおりとする。 

雤水渠部分 t2＝各線延長(Li)／各線のManning平均(満管)流速(v) 

(処理方法及び負担金等) 

第43条 開発区域の汚水処理については、次の各号によるものとする。 

(1) 公共下水道区域内のうち、供用開始区域については、公共下水道管渠に接続し、処
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理するものとする。この場合、山北町下水道条例(平成元年山北町条例第37号)及び山北

都市計画下水道事業受益者負担金条例(平成元年山北町条例第29号)に基づくものとす

る。 

(2) 公共下水道区域内のうち、未供用区域、並びに公共下水道計画区域外にある区域の

汚水処理については、山北町町設置型浄化槽の設置及び管理に関する条例(平成20年山

北町条例第1号)及び山北町浄化槽設置要綱(平成19年2月5日制定)の規定に基づくもの

とする。 

(3) 前号おいては、町長が特に必要と認めるものについては、事業主の負担により公共

下水道管渠に接続し処理することができる。 

2 前項第2号の規定により処理した排出水は、水道及びその他の水源に影響のない地点ま

で導水後、放流しなければならない。 

3 三保ダム集水域以外の地域において、浄化槽を設置するときは、設置届の写しを町長へ

提出するものとする。 

(し尿処理) 

第44条 削除 

第5節 農地及び農業用施設 

(農地及び農業用施設) 

第45条 農地及び農業用施設に影響を及ぼす場合については、次の各号に定めるところに

よりその対策を講ずるものとする。 

(1) かんがい用水の枯渇をまねくおそれのある場合は、事業主の責任で下流の取水面積

に相当する用水確保の措置を講ずるものとする。 

(2) 事業主は、開発区域の周辺及び下流の農耕地の水利が開発行為等により従前の取水

方法に変化を生ずる場合には、用水の確保に支障のない施設を整備するものとする。 

(3) 山林の伐採でできた崖地等は、事業主が災害の防止及び緑化に必要な措置を講ずる

ものとする。 

(4) 農道について、地域の実情を十分考慮し、耕作上不便をきたさないようにしなけれ

ばならない。 

第6節 消防施設 

(消防施設) 

第46条 消防施設については、次の各号に定めるところにより設置するものとする。 

(1) 開発区域内には、消防法(昭和23年法律第186号)に基づく消防水利の基準(昭和39年
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消防庁告示第7号)に従い、必要な防火水槽、消火栓その他の水利施設を設置するものと

する。 

(2) 消防水利の設置位置は、町長及び足柄消防組合と協議の上決定する。 

(3) 開発区域内の水利施設には、別に指示する水利標識を設置するものとする。 

(4) 消火栓及び防火水槽(用地を含む。)は、完成後において原則として町へ移管するもの

とする。 

(5) 開発行為等に関する工事により、既設消防水利に支障が生ずる場合は、代替の消防

水利を設置するものとする。 

2 消防水利の構造は、次の各号の基準によるものとする。 

(1) 防火水槽は、市町村消防施設等整備費補助金交付要綱に基づく規格に適合する40立

方メートル以上とするものとする。 

(2) 消火栓は、消防水利の基準第3条第2項の定めによるほか、当該水道管理者の定める

規格に適合するものであること。 

(消防活動場所) 

第47条 事業主は、開発区域内に中高層建築物を建築する場合には、当該建築物の周辺に

はしご車が容易に消防活動できる場所を設置するものとする。ただし、当該建築物の周辺

にはしご車が消防活動できる状態の道路がある場合には、この限りではない。 

(避難場所) 

第48条 事業主は、開発区域内に中高層建築物を建築する場合には、当該建築物の各階か

ら有効に避難できるように屋外避難階段を設置するものとする。ただし、町長が避難上支

障がないと認めるときは、この限りではない。 

第7節 清掃施設 

(ごみ収集場所) 

第49条 事業主は、開発区域内のごみ処理に必要な収集場所、形状等を町長と協議のうえ、

設置するものとする。 

2 収集場所の規模は、おおむね計画戸数10戸に1箇所の割合で5平方メートル以上とする。

ただし、9戸以下のものについては、別に町長と協議するものとする。 

(ダストシュート) 

第50条 ダストシュートは、原則として認めない。 

第8節 その他の施設 

(駐車施設) 
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第51条 事業主は、次の基準により駐車場を設けるものとする。 

事業の区分 駐車施設 備考 

中高層建築事業 原則として戸数分、(ただし、

1／3台分は、敷地外の300m以

内の駐車施設があれば可とす

る。) 

自動車1台当たりの面積は、12

平方メートル 集合住宅 

※ 駐車場には、駐車区画を明確に表示すること。 

(防犯灯) 

第52条 事業主は、開発区域内及びその周辺において、町長が必要と認める場合には防犯

灯を設置しなければならない。ただし、維持管理については、別に協議するものとする。 

(集会施設) 

第53条 事業主は、開発行為の規模により町長が必要と認めたときは、集会施設等の施設

の建設を行うものとする。この場合、土地の帰属、施設の管理、運営等については、別途

町長と協議するものとする。 

(土砂等の搬出入) 

第54条 事業主は、土砂等を開発区域内外に移動するときは、搬出入により生ずる交通、

騒音、振動、ほこりその他住民の生活環境に影響する事項について、万全の対策をたてる

とともに、その計画及び搬出入経路、搬出入地、搬出入土砂等の処分の方法等を記載した

書類を町長に提出し、その承認を得るものとする。 

第3章 その他 

(協定の締結) 

第55条 事業主は、事前協議が終了したときは、この要綱に掲げる事項を遵守して、町長

と協定を締結するものとする。 

(協定の効力) 

第56条 前条の協定締結後、1年以内に工事に着手しない場合は、この協定は効力を失うも

のとし、改めてこの要綱による協議及び協定の締結をしなければならない。 

(地位の継承) 

第57条 事業主は、協定締結後開発行為等の権利を第三者に譲渡し、又は移転しようとす

るときは、事前に町長と協議しその承認を得るものとする。 

2 譲渡又は移転を受けた譲受人は、譲渡人が町長と締結した協定については、すべてを承

継する。 
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(瑕疵担保) 

第58条 この要綱の規定により、本町に移管となった公共施設について、移管後1年以内に

発見された瑕疵又はこれにより生じた損害は、事業主の責任においてこれを補修し、若し

くは損害の賠償をするものとする。 

(補則) 

第59条 この要綱によりがたいもの又はこの要綱に定めのない事項については、その都度

町長と事業主が協議し定めるものとする。 

附 則 

1 この要綱は、平成元年9月1日から施行する。 

2 この要綱の施行の日前に開発行為等による事前協議申請書を受理しているものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則(平成21年3月13日) 

1 この要綱は、平成21年3月13日から施行する。 

2 この要綱の施行の日前に開発行為等による事前協議申請書を受理しているものについ

ては、なお従前の例による。 

別表第1(第7条関係) 

1戸当たりの標準宅地面積 

項目 標準 最低 

独立住宅 135m2以上 100m2以上 

連続住宅 上記基準の70％ 

別表第2(第8条関係) 

世帯人員 室構成 居住室面積 住戸専用面積 

(壁厚補正後) 

(参考) 

住戸専用面積 

(内法) 

1人 1DKS 27.5m2(16.5畳) 50m2 44.5m2 

1人(中高齢単身) 1DKS 30.5 (18.5 ) 55 49.0 

2人 1LDKS 43.0 (26.0 ) 72 65.5 

3人 2LDKS 58.5 (35.5 ) 98 89.5 

4人 3LDKS 77.0 (47.0 ) 123 112.0 

5人 4LDKS 89.5 (54.5 ) 141 128.5 

5人 4LLDKS 99.5 (60.5 ) 158 144.0 
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(高齢単身を含

む。) 

6人 4LDKS 92.5 (56.5 ) 147 134.0 

6人 

(高齢夫婦を含

む。) 

4LLDKS 102.5 (62.5 ) 164 149.5 

(注) 

1 標準世帯とは、この場合、夫婦と分離就寝すべき子供により構成される世帯をいう。

ただし、6人世帯の子供については、そのうち2人は同室に就寝するものとしている。 

2 居住室面積には、寝室、食事室、台所(又は食事室兼台所)居間及び余裕室のみを含

む。 

3 住戸専用面積には、寝室、食事室、台所(又は食事室兼台所)、居間、余裕室、便所、

浴室、収納スペース等を含むが、バルコニーは含まない。なお、住戸専用面積(壁厚

補正後)は、鉄筋コンクリート造を想定した壁厚補正を行っている。 

4 室構成の記号は、数字は寝室数、Lは居間、Dは食事室、Kは台所(ただし、1人世帯

のDKは食事室兼台所)Sは余裕室である。 

別表第3(第23条関係) 

街角せん除基準 上段90°前後・中段60°前後・下段120°前後 

幅員 4m 7m 10m 12m 15m 

4m 3   3   3         

 4   4   4        

  2   2   2       

7m 3   5   5   5   5   

 4   6   6   6   6  

  2   4   4   4   4 

10m 3   5   5   5   5   

 4   6   6   6   6  

  2   4   4   4   4 

12m    5   5   6   6   

    6   6   8   8  



14/22 

     4   4   5   5 

15m    5   5   6   8   

    6   6   8   10  

     4   4   5   6 
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様式第1号(第11条関係) 

様式第2号(第19条関係) 

様式第3号(第19条関係) 

 


